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しょうしんインターネット･モバイルバンキングサービス取扱規定 
 

第１条 しょうしんインターネット･モバイルバンキングサービス 

(1) しょうしんインターネット･モバイルバンキングサービス（以下、「本サービス」とい

います。）は、契約者本人の占有・管理するインターネットへ接続されたパーソナルコ

ンピュータ、携帯電話機（以下、「ウェブ端末」といいます。）から、ＷＷＷ（World Wide 

Web）を通じた依頼にもとづき、以下の照会サービス、振込・振替サービスを行う場合

に利用できるものとします。 

① 照会サービス 

本サービスの利用口座として契約者が届出した契約者名義の当組合本支店の口座（以

下、「利用口座」といいます。）について、残高および入出金明細等の照会を行うサー

ビス 

② 振込・振替サービス 

利用口座より指定金額を引落しのうえ、利用口座、もしくはあらかじめ契約者が届出

した契約者名義以外の当組合本支店の預金口座あるいは当組合以外の金融機関の預金

口座（以下、「振込先口座」といいます。）へ入金するサービス 

(2) 前項各号は、株式会社エヌ・ティ・ティ・データが提供する「ＡＮＳＥＲ－ＷＥＢ（ア

カウントアクセス）」サービスを利用する方式とします。 

第２条 利用資格者 

本規定を承諾し、「しょうしんインターネット・モバイルバンキングサービス申込書」

（以下、「利用申込書」といいます。）により契約を締結した個人、個人事業主または法人

の方を利用資格者（以下、「契約者」といいます。）とします。また、契約者は電子メール

アドレスを保有されている方に限ります。なお、契約者は、本規定の内容を十分に理解し

たうえで、自らの判断と責任において本サービスを利用してください。 

第３条 利用端末 

本サービスを利用できるウェブ端末は、当組合所定のブラウザ（インターネットホーム

ページの検索・閲覧用ソフト）を備えたパソコンおよび「ｉモード（ＮＴＴドコモ）」、「Ｅ

Ｚｗｅｂ（ＫＤＤＩ）」、「Ｙａｈｏｏ！ケータイ（ソフトバンクモバイル）」の各端末（以

下、「モバイル端末」といいます。）が利用可能な携帯電話機に限ります。 

第４条 利用日および利用時間 

本サービスの利用日および利用時間は、別途定める当組合所定の利用日および利用時間

内とします。なお、当組合の責によらない回線工事・障害等が発生した場合は、利用時間

内であっても契約者に予告なく、取扱いを一時停止または中止することがあります。 

第５条 利用手数料 

振込・振替サービスを利用して振込をする場合は、当組合所定の振込手数料（消費税相

当額を含みます。）をお支払いいただきます。なお、契約者から組戻依頼を受け組戻手続

を行った場合は、当組合所定の組戻手数料（消費税相当額を含みます。）をお支払いいた

だきます。 

第６条 代表口座および契約口座 

(1) 本サービスを利用できる口座は、本サービス利用申込時に当組合所定の申込手続によ

り届出た利用口座とします。なお、契約者は利用口座のうち、１口座を「代表口座」、
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それ以外を「契約口座」として届出るものとします。 

① 代表口座 

代表口座は普通預金口座（総合口座取引の普通預金口座を含みます。）または当座預

金口座で、照会サービス、振込・振替サービスがご利用いただけます。なお、利用申

込で代表口座として届出た口座を変更することはできません。 

② 契約口座 

契約口座は代表口座と同一名義の普通預金口座（総合口座取引の普通預金口座を含み

ます。）、当座預金口座、貯蓄預金口座または納税準備預金口座で、照会サービス、振

込・振替サービスがご利用いただけます。 

(2) 利用口座として届出ることができる口座数は当組合所定とします。 

第７条 ＩＤ・パスワード 

(1) 契約者は、本サービスの利用申込時に、取引の契約者本人であることを確認するため

の「仮確認用パスワード」を当組合所定の書面により届出るものとします。 

(2) 契約者は、初回利用時、利用のウェブ端末から当組合所定の方法により、当組合にあ

らかじめ届出た「代表口座」「仮確認用パスワード」と、当組合が契約者の届出た住所

宛に通知する「お申込内容のご案内」に記載した「初回ログインパスワード」を入力し

て、任意の「ログインＩＤ」を登録するものとします。当組合で管理している「代表口

座」「仮確認用パスワード」「初回ログインパスワード」との一致を確認して「ログイン

ＩＤ」の登録を受けます。この「ログインＩＤ」は随時変更が可能です。なお、モバイ

ル端末を利用する場合の「ログインＩＤ」は、契約者が登録する「ログインＩＤ」に代

えて、携帯電話機の識別番号を使用するものとします。 

(3) 「ログインＩＤ」登録後の初回利用時に「初回ログインパスワード」「仮確認用パス

ワード」を任意のパスワードに変更してください。この変更手続によって契約者が登録

したパスワードを「ログインパスワード」「確認用パスワード」（以下、「パスワード」

といいます。）とします。 

「ログインパスワード」は、サービスを利用する場合に、利用者本人であることの確

認に使用します。 

「確認用パスワード」は、振込・振替サービスの依頼を確定するために使用します。 

パスワードは共に半角の英字と数字を組み合せで６文字以上１２文字以下とし、英字

については大文字小文字の区別はありません。 

(4) 「ログインＩＤ」は、契約者自らの責任において厳重に管理を行うものとし、契約者

の責に帰せられる事由により漏えいした場合、これによって生じた損害については、当

組合は一切の責任を負いません。 

(5) 「パスワード」の有効期限は９０日とし、９０日経過後は利用者による変更を促しま

す。また、有効期限内であれば利用者によるパスワードの変更は随時可能です。契約者

は、取引の安全性を高めるため、生年月日、電話番号、同一数字など他人に類推されや

すい番号を避けるとともに、契約者本人でログインＩＤやパスワードを定期的に変更し

てください。 

(6) パスワードの誤りが連続６回発生すると、不正アクセス防止のために利用制限を行い

ます。また、利用制限が３回発生するとサービスの利用を全て中止します。 

(7) 契約者がパスワードを失念した場合には、新しいパスワードの登録が必要となります
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ので、当組合所定の書面により届出を行ってください。なお、当組合はパスワードの照

会に対して回答いたしません。 

第８条 照会サービス 

(1) 照会サービスの依頼 

本サービスにより、残高または入出金明細の照会を依頼する場合は、当組合所定の方

法および操作手順にもとづいて、所定の内容をウェブ端末により操作してください。当

組合で受信したログインＩＤとログインパスワードが、届出のものと一致した場合は、

以下の事項が確認できたものとして送信者を契約者とみなし応答します。 

① 契約者の有効な意思表示にもとづく依頼であること。 

② 当組合で受信した依頼内容が真正なものであること。 

(2) 応答依頼の変更・取消 

照会サービスにおいては、振込依頼人からの依頼や当組合のやむを得ない事情により、

当組合所定の事務手続にもとづいて取引内容を変更または取消する場合には、すでに応

答した内容について変更または取消することがあります。 

第９条 振込・振替サービス 

(1) 振込・振替サービスの内容 

振込・振替サービスは、契約者のウェブ端末からの依頼により利用口座から依頼金額

を引落し、契約者が指定した振込先口座へ振込・振替手続を行うサービスです。振込・

振替サービスの利用をご希望される場合は、ご利用申込時またはご利用の途中で別途申

出が必要となります。 

① 利用口座および当組合本支店への振込・振替口座の預金種類は、当組合所定の預金種

類とします。 

② 振込先口座への入金は、以下の方法で取扱います。 

Ａ．利用口座と振込先口座とが同一店でかつ同一名義の場合は、「振替」として取扱い

ます。 

Ｂ．振込先口座が利用口座と異なる当組合の本支店、あるいは振込先口座が当組合以

外の金融機関にある場合には、「振込」として取扱います。 

③ 振込・振替サービスの依頼を行う日の翌営業日から当組合所定の営業日までの間で、

振込・振替サービスの取扱いを行う日を指定すること（以下、「予約」といいます。）

もできます。 

④ 利用口座について、振込・振替サービスに関する当組合所定の照会を行うことができ

ます。 

⑤ 利用口座からの依頼金額の引落しは、当座勘定規定、普通預金規定、総合口座規定、

貯蓄預金規定の定めにかかわらず、預金通帳、払戻請求書または当座小切手の提出な

しに当組合所定の方法により取扱います。 

⑥ 振込先口座の指定方式には、契約者があらかじめ当組合へ振込先口座を届出る方式

（「事前登録方式」）、契約者が取引の都度、振込先口座を指定する方式（「都度指定方

式」）、取引の際に登録した振込先口座や事前に登録しておいた振込先口座を指定する

方式（「振込・振替先一覧選択方式」）、利用口座の中から振込先口座を指定する方式（「契

約口座一覧選択方式」）とがあり、いずれの方式でも取扱いできるものとします。 

第10条 振込・振替サービスの依頼 
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(1) 契約者が振込・振替サービスを利用する場合は、当組合所定の方法および操作手順に

もとづいて、所定の内容をウェブ端末により操作してください。当組合で受信したログ

インＩＤとログインパスワードが、登録のものと一致した場合に以下の事項が確認でき

たものとして送信者を契約者とみなし応答します。 

① 契約者の有効な意思表示にもとづく依頼であること。 

② 当組合で受信した依頼内容が真正なものであること。 

なお、この取扱いによる１回あたり振込・振替金額、および１日あたりの振込・振替

金額は、当組合が定める金額の範囲内において契約者がウェブ端末より届出た金額の

範囲内、もしくは契約者があらかじめ当組合に対して届出た金額の範囲内とします。

取引限度額を超えた依頼金額については、当組合は一切の取引義務を負いません。 

(2) 以下の各号に該当する場合は、振込・振替の取扱いはできません。 

① 振込・振替時に、依頼金額と振込手数料の合計金額（消費税相当額を含みます。）が

利用口座の支払可能残高（当座貸越を利用できる範囲内の金額を含みます。）を超える

場合。 

② 利用口座が解約済みのとき、もしくはその他の理由があるとき。 

③ 利用口座および振込先口座に、取扱いが不適当と認められる事由があった場合。 

④ 契約者から振込先口座へ支払停止の届出があり、それにもとづき当組合所定の手続を

行った場合。 

⑤ 当組合以外の金融機関の責に帰すべき事由により取引不能となった場合。 

⑥ 振込・振替取引において、振込・振替先口座が解約済みなどの理由で入金できないと

き。 

⑦ 差押等やむを得ない事情があり、当組合が支払いを不適当と認めた場合。 

⑧ 確認用パスワードが届出の内容と相違した場合。 

⑨ その他当組合が必要と認めたとき。 

振替取引において、振替先口座への入金ができない場合には、振替金額を当組合所定

の方法により、該当取引の利用口座へ戻し入れます。また、契約者が振替取引の依頼

を取り止める場合には、その旨をお取引店に届出ください。当組合所定の取消手続に

より処理します。 

振込取引において、振込先口座への入金ができない場合には、組戻手続により処理し

ます。また、契約者が振込取引の依頼を取り止める場合には、その旨を当組合所定の

書面によりお取引店に届出ください。当組合所定の組戻手続により処理します。 

第11条 予約の取扱い 

(1) 予約をした振込・振替取引については、指定日当日に必ず実行されているか確認して

ください。 

(2) 予約をした振込・振替取引を取消す場合は、指定日の前営業日までに契約者がウェブ

端末により予約取消の依頼を行ってください。指定日当日の予約取消はできません。 

(3) 本サービスの契約を変更・解約した場合でも、変更・解約前に予約した振込・振替取

引は指定日に実行され、本規定が適用されます。 

(4) 予約を行ってから指定日までの間に振込手数料が改定された場合は、指定日時点の振

込手数料をお支払いいただきます。 

第12条 振込・振替サービスの確定 
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(1) 当組合が受信した確認用パスワードが、登録のものと一致することを確認するととも

に、契約者が確認用パスワードを送信したことを確認した時点。 

(2) さらに確認用パスワードとあらかじめ当組合が取り決めた確認暗証番号との一致を

確認するとともに、確認用パスワードを受信した時点。 

(3) 前２項により振込・振替サービスは確定するものとします。なお、依頼の内容が確定

した後は、依頼内容の変更または撤回はできないものとします。当組合は、確定した後

直ちに利用口座から依頼金額を引落します。ただし、予約の場合は、指定日に利用口座

から依頼金額を引落します。振込・振替契約は、この利用口座からの引落しをもって成

立するものとし、当組合は依頼内容にもとづいて当組合所定の方法により振込・振替の

手続を行います。 

第13条 取引内容の確認 

(1) 振込・振替サービスを行った後は、すみやかに普通預金通帳等への記帳により取引内

容を照合してください。万一、取引内容または残高に相違がある場合には、直ちにその

旨をお取引店にご連絡ください。 

(2) 取引内容・残高に相違がある場合において、契約者と当組合の間で疑義が生じたとき

は、当組合が保存する電子的記録等の取引内容を正当なものとして取扱います。 

第14条 一般事項 

(1) 依頼内容等に関して当組合から契約者へ通知・照会する場合には、利用申込書による

届出の電話番号または電子メールアドレスを連絡先とします。 

(2) 前項において、連絡先の記載不備、または電話および電子メールの不通等によって通

知・照会ができない場合、これによって生じた損害については、当組合は一切の責任を

負いません。 

第15条 免責条項 

(1) 当組合の責によらない通信機器・回線等の通信手段の障害、およびコンピュータ等の

障害等により取扱いが遅延または不能となった場合、あるいは当組合が送信した口座情

報が不可抗力により誤りや脱落等が生じた場合、そのために生じた損害については、当

組合は一切の責任を負いません。 

なお、回線等の障害により取扱いが中断したと判断される場合、障害回復後に取引内

容をお取引店にご確認ください。 

(2) 災害・事変等当組合の責によらない事由、または裁判所等公的機関の措置等やむを得

ない事由があった場合、そのために生じた損害については、当組合は一切の責任を負い

ません。 

(3) 公衆電話回線、インターネット等の通信経路において盗聴等がなされたことにより契

約者のログインＩＤ、ログインパスワード、確認用パスワードが漏えいした場合、その

ために生じた損害については、当組合は一切の責任を負いません。 

(4) 当組合が当組合所定の確認手段により送信者を契約者と見なして取扱いましたうえ

は、ログインＩＤ、ログインパスワード、確認用パスワード等につき偽造、変造、盗用、

不正使用その他の事故があっても、そのために生じた損害については、当組合は一切の

責任を負いません。 

(5) 当組合が利用申込書その他の書類に使用された印影を届出の印鑑と相当の注意をも

って照合し、相違ないものと認めて取扱いましたうえは、それらの書類につき偽造、変



 6 / 10 

 

 

造、盗用その他の事故があっても、そのために生じた損害については、当組合は一切の

責任を負いません。 

第16条 反社会的勢力との取引拒絶 

本サービスは、第18条第５項各号のいずれにも該当しない場合に利用することができ、

第18条第５項各号の一つにでも該当する場合には、当組合は本サービスの申込をお断りす

るものとします。 

第17条 取引の制限等 

(1) 当組合は、契約者の情報および具体的な取引の内容等を適切に把握するため、提出期

限を指定して各種確認や資料の提出を求めることがあります。契約者から正当な理由な

く指定した期限までに回答いただけない場合には、資金移動等の本規定にもとづく取引

の一部を制限する場合があります。 

(2) 日本国籍を保有せず本邦に居住する契約者は、当組合の求めに応じ適法な在留資格・

在留期間を保持している旨を当組合所定の方法により届出るものとします。当該契約者

が当組合に届出た在留期間が超過した場合、資金移動等の取引の一部を制限することが

できるものとします。 

(3) 第１項の各種確認や資料の提出の求めに対する契約者の回答、具体的な取引の内容、

契約者の説明内容およびその他の事情を考慮して、当組合がマネー・ローンダリング、

テロ資金供与、もしくは経済制裁関係法令等への抵触のおそれがあると判断した場合に

は、資金移動等の本規定にもとづく取引の一部を制限する場合があります。 

(4) 前３項に定めるいずれの取引の制限についても、契約者からの説明等にもとづき、マ

ネー・ローンダリング、テロ資金供与、または経済制裁関係法令等への抵触のおそれが

合理的に解消されたと当組合が認める場合、当組合は当該取引の制限を解除します。 

第18条 解約 

(1) この取扱いは、当事者の一方の都合でいつでも解約することができます。ただし、当

組合に対する解約の通知は当組合所定の書面によるものとします。なお、当組合が解約

の通知を届出の住所にあてて発信した場合に、その通知が契約者に到着しなかった時ま

たは延着した時には、通常到着すべき時に到着したものとみなします。 

(2) 前項の規定にかかわらず、本サービスによる取引で未完了のものが残っている場合等、

当組合が必要と認めたときには、即時解約ができない場合があります。 

(3) 契約者に以下の各号の事由が一つでも生じた場合において、当組合がこの契約を解約

するときは、当組合は契約者にその旨の通知を発信することなく解約できるものとしま

す。 

① 相続の開始があったとき。 

② 支払停止または破産、民事再生手続開始もしくはその他これに類する法的手続の申立

等があったとき。 

③ サービス提供に関する諸手数料の支払いがなかったとき。 

(4) 契約者に以下の各号の事由が一つでも生じた場合において、当組合がこの契約を解約

するときは、当組合はあらかじめ書面で通知のうえこの契約を解約することがあります。 

① １年以上にわたり、本サービスの取扱いが発生しない場合。 

② 本規定に違反するなど、当組合がサービス停止を必要とする相当の事由が生じた場合。 

③ 本サービスが法令や公序良俗に反する行為に利用され、またはそのおそれがあると認
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められる場合 

④ 法令で定める本人確認等における確認事項、および第17条第１項で定める当組合から

の通知等による各種確認や提出された資料が偽りである場合 

⑤ 本サービスがマネー・ローンダリング、テロ資金供与、経済制裁関係法令等に抵触す

る取引に利用され、またはそのおそれがあると合理的に認められる場合 

⑥ 第17条第１項から第３項までに定める取引等の制限に係る事象が１年以上に渡って

解消されない場合 

⑦ 第２号から第６号までの疑いがあるにもかかわらず、正当な理由なく当組合からの確

認に応じない場合 

(5) 前項のほか、次の各号の一つにでも該当し、当組合が取引を継続することが不適切で

ある場合には、当組合はこの取引を停止し、または解約の通知をすることによりこの契

約を解約することができるものとします。なお、この解約によって生じた損害について

は、当組合は責任を負いません。また、この解約により当組合に損害が生じたときは、

その損害額を支払ってください。 

① 契約者が口座開設申込時にした表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した

場合 

② 契約者が、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、暴

力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴

力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といいます。）に

該当し、または次のいずれかに該当することが判明した場合 

Ａ．暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

Ｂ．暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

Ｃ．自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える

目的をもってするなど、不当に暴力団員等を利用していると認められる関係を有す

ること 

Ｄ．暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること 

Ｅ．役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべ

き関係を有すること 

③ 契約者が、自らまたは第三者を利用して次のいずれか一つにでも該当する行為をした

場合 

Ａ．暴力的な要求行為 

Ｂ．法的な責任を超えた不当な要求行為 

Ｃ．取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

Ｄ．風説を流布し、偽計を用い、または威力を用いて当組合の信用を毀損し、または

当組合の業務を妨害する行為 

Ｅ．その他前各号に準ずる行為 

(6) この契約が解約となった場合、契約者に第５条に定める手数料について未払いがある

場合は直ちに当組合に支払うこととします。 

第19条 届出事項の変更 

(1) 利用口座等届出内容に変更がある場合には、当組合所定の書面により直ちにお取引店
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に届出ください。この届出前に生じた損害については、当組合は責任を負いません。 

(2) 前項による届出事項の変更の届出がなかったために、当組合からの通知、または送付

する書類等が遅延し、または到達しなかった場合には、通常到達すべき時に到達したも

のとみなします。 

第20条 届出印 

(1) 当組合は、代表口座の届出印を本サービスにおける届出印とします。 

(2) 本サービスにかかる届出事項の変更、解約等には、あらかじめ届出の印鑑を使用して

ください。 

第21条 規定の準用 

本規定に定めのない事項については、当座勘定規定、普通預金規定、総合口座規定、貯

蓄預金規定、納税準備預金規定、振込規定等の各規定により取扱います。 

第22条 規定の変更 

(1) 本規定の内容については、本サービスの利便性の向上または運用に支障をきたすおそ

れがある場合等は、契約者に事前通知することなく変更する場合があります。その場合、

変更日以降は変更後の規定に従い取扱うものとします。 

(2) 本規定の各条項その他の条件は、金融情勢の状況の変化その他相当の事由があると認

められる場合には、当組合ウェブサイトへの掲載による公表その他相当の方法で周知す

ることにより、変更できるものとします。 

(3) 前２項の変更は、公表等の際に定める適用開始日から適用されるものとします。 

第23条 リスクの承諾 

契約者は、ご利用ガイド等に記載されている当組合が通信の安全性のために採用してい

るセキュリティ手段、盗聴等の不正利用等のリスク対策および本人確認手段について理解

し、リスクの内容に承諾を行ったうえで本サービスを利用するものとし、これらの処置に

かかわらず盗聴等の不正利用により契約者が損害を受けた場合は、当組合は一切の責任を

負いません。 

第24条 契約期間 

本契約の当初契約期間は、契約日から起算して１年間とし、契約者または当組合から特

に申し出のない限り契約期間満了日の翌日から１年間継続されるものとします。継続後も

同様とします。 

第25条 準拠法・合意管轄 

本契約の契約準拠法は日本法とします。本契約に関する訴訟については、当組合の本店

所在地を所管する裁判所を管轄裁判所とします。 

第26条 料金等払込みサービス「Ｐａｙ－ｅａｓｙ（ペイジー）」 

(1) 料金等払込みサービス 

料金等払込みサービス「Ｐａｙ－ｅａｓｙ（ペイジー）」（以下、「料金等払込み」とい

います。）は、当組合所定の収納機関に対し、税金、手数料、料金等（以下、「料金等」

といいます。）の払込みを行うため、利用者が利用端末より当組合の本サービスを利用し

て、払込資金を本サービスにかかる利用者の預金口座から引落す（総合口座規定に基づ

き当座貸越により引落す場合を含む。）ことにより、料金等の払込みを行う取扱いをいい

ます。 

なお、料金等が、行政手数料・国税等歳入金の場合、その払込資金については、当組
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合が取扱いのうえ歳入代理店である全国信用協同組合連合会が収納いたします。 

(2) 料金等払込み方法 

料金等払込みをするときは、当組合が定める方法および操作手順に従ってください。 

(3) 請求情報の照会 

利用端末において、収納機関から通知された収納機関番号、お客様番号（納付番号）、

確認番号その他当組合所定の事項を正確に入力して、収納機関に対する納付情報または

請求情報の照会を当組合に依頼してください。 

ただし、利用者が収納機関のホームページ等において、納付情報または請求情報を確

認したうえで料金等の支払方法として料金等払込みを選択した場合は、この限りではな

く、当該請求情報または納付情報が当組合の本サービスに引き継がれます。 

(4) 請求情報の確認 

前項本文の照会または、前項ただし書の引継ぎの結果として利用端末の画面に表示さ

れる納付情報または請求情報を確認したうえで、利用者の口座番号・ログインパスワー

ド・確認用パスワード、その他当組合所定の事項を正確に入力してください。 

(5) 料金等払込みの申込み 

当組合で受信した利用者の口座番号およびログインパスワード・確認用パスワードと

届出の利用者の口座番号およびログインパスワード・確認用パスワードとの一致を確認

した場合は、利用端末の画面に申込みしようとする内容が表示されるので、利用者はそ

の内容を確認のうえ、当組合所定の方法で料金等払込みの申込みを行ってください。 

(6) 料金等払込みの成立 

料金等払込みにかかる契約は、当組合がコンピュータ・システムにより申込内容を確

認して払込資金を預金口座から引落した時に成立するものとします。 

(7) 料金等払込みの停止 

次の場合には料金等払込みを行うことができません。 

① 停電、故障等により取扱いできない場合 

② 申込内容に基づく払込金額に当組合所定の利用手数料を加えた金額が、手続時点にお

いて利用者の口座より払い戻すことのできる金額（当座貸越契約があるときは貸越可

能残高を含みます。）を超える場合 

③ １日あたり、または１回あたりの利用金額が、当組合の定めた範囲を超える場合 

④ 利用者の口座が解約済みの場合 

⑤ 利用者の口座に関して支払停止の届出があり、それに基づき当組合が所定の手続を行

った場合 

⑥ 差押等やむを得ない事情があり当組合が不適当と認めた場合 

⑦ 収納機関から納付情報または請求情報についての所定の確認ができない場合 

⑧ 当組合所定の回数を超えてログインパスワード・確認用パスワードを誤って利用端末

に入力した場合 

⑨ その他当組合が必要と認めた場合 

(8) 利用時間 

料金等払込みにかかるサービスの利用時間は当組合が定める利用時間内としますが、

収納機関の利用時間の変動等により、当組合の定める利用時間内でも利用ができないこ

とがあります。 
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(9) 料金等払込み成立後の撤回 

料金等払込みにかかる契約が成立した後は、料金等払込みの申込みを撤回することが

できません。 

(10) 領収証書の発行 

当組合は、料金等払込みにかかる領収書（領収証書）を発行いたしません。収納機関

の納付情報または請求情報の内容、収納機関での収納手続の結果等その他収納等に関す

る照会については、収納機関に直接お問い合せください。 

(11) 料金等払込みの取り消し 

収納機関からの連絡により、料金等払込みが取り消されることがあります。 

(12) 利用の停止および利用の再開 

当組合または収納機関所定の回数を超えて、所定の項目の入力を誤った場合は、料金

等払込みの利用が停止されることがあります。料金等払込みサービスの利用を再開する

には、必要に応じて当組合または収納機関所定の手続を行ってください。 

(13) 利用手数料 

料金等払込みにかかるサービスの利用にあたっては、当組合所定の利用手数料を支払

っていただくことがあります。 

(14) 利用手数料の引落し 

前項の利用手数料は、利用者の指定する口座から、通帳および払戻請求書の提出なし

で引落されるものとします。 

 

以 上 

 

（令和２年４月１日現在） 


